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Ⅰ 手続き編 

１．補助対象となる住宅 

耐震設計と耐震改修工事の補助対象となる住宅は、次の全ての項目に当てはまる住宅です。プレハブ工

法やパネル工法の住宅、混構造の住宅の木造以外の部分は対象となりません。また、過去に札幌市の補助

を利用して、耐震設計や耐震改修工事を行っている住宅は２重に補助を受けることはできません（過去

に耐震設計の補助を受けた住宅の耐震改修工事のみの申請は可能です）。 

①札幌市内にある木造の戸建住宅、長屋、共同住宅 

②昭和５６年５月３１日以前に、在来軸組構法で建築または着工されたもの 
③地上階数が３以下で、木造部分の階数が２以下のもの 
④住宅部分の床面積が延べ面積の１／２以上のもの（自動車車庫の面積は除く） 
⑤過去に札幌市補助制度による補助を受けていないもの 
⑥建築基準法第６条に定める建築基準関連規定に適合しているもの 
⑦耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満であると診断されたもの 
 （札幌市木造住宅耐震診断員派遣事業による診断、または事務局で精査確認を受けた診断に限る） 

 

また、対象となる耐震設計や耐震改修工事は、次の要件の全てに該当する必要があります。 

①札幌市に登録している木造住宅耐震診断員が設計し、工事監理を行うもの 

②上部構造評点を 1.0 以上にする設計・工事であること 
 （段階改修の１回目の場合は上部構造評点を 0.7 以上にする設計・工事） 
③耐震診断時に地盤・基礎についての重大な指摘がある場合には、その改善を行うこと 

 

対象住宅が、以下の何れかに該当する場合や事前に協議が必要と思われる場合は、申込み（補助金交付

申請書等の提出）以前に、事務局と協議してください。 

① 混構造の住宅 
混構造の住宅の場合は木造部分だけが補助対象となります。平面混構造（同一階に２種類以上の

構造が混在しているケース）の住宅は耐震補強の難易度が高いため、補助対象となるか、耐震補強

計算をどのような方法で行うかなどを事務局と協議してください。立面混構造の住宅（対象となる

のは、木造部分の階数が２以下で、最下階が壁式鉄筋コンクリート造等の住宅に限られる）は、最

下階が建設当時の基準に適合していることなどの確認が必要となります。 

② スキップフロアの住宅 

防災協会耐震指針の一般診断法の方法１または精密診断法１では、スキップフロアの住宅を想

定していません。スキップフロアの住宅は相当数存在し、最下階に車庫があり混構造となっていて

耐震補強が難しい住宅もあることから、補助対象となるか、耐震補強計算をどのように行うかなど

について事務局と協議してください。 

 

２．補助対象となる事業と補助制度の適用方法 

耐震設計と耐震改修工事を同一年度に実施する場合は、一括して補助を受けること（以下、「パッケー
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ジ補助」という）ができます。耐震設計と耐震改修工事を実施する年度が異なる場合や、既に札幌市の補

助を利用して耐震設計を実施している場合は、耐震設計と耐震改修工事の補助を別々に申請します。パ

ッケージ補助の申請をして、耐震設計だけで事業が終了し耐震改修工事を行わない場合や、耐震改修工

事を後年度に実施する場合は、パッケージ申請を変更する手続きが必要となります。 

補助対象となる事業は、「耐震改修」と「段階改修」です。耐震改修は上部構造評点を 1.0 以上とする

改修で、段階改修は、まず、上部構造評点を 0.7 以上とし、最終的に 1.0 以上とする改修です。 

補助対象となる耐震設計や耐震改修工事は、札幌市に登録している耐震診断員が設計し、工事監理を行

う必要があります。 
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北海道建築士事務所協会
札幌支部

札幌市 申請者
耐震診断員

（設計・工事監理・施工者）

　　　
　　　　　　　　◆以上のほかに提出書類が必要となる場合があります。

通知書受理後　工事契約

３．耐震設計及び耐震改修工事の流れと必要な手続き

耐震設計の精査申請耐震設計の精査

設計確認報告

                          札幌市木造住宅耐震改修工事等補助事業実施要綱による

設計確認

耐震設計着手

事前相談

補助金交付申請受付・審査

補助金交付決定

見積作成
設計見積

工事概算見積

交付決定受理後　設計契約

工事着工

中間検査中間検査実施

完了検査実施 完了検査

業務の完了（竣工）完了報告書受付・審査

補助金の額確定
補助金交付

受領

申請

通知（精査確認書）の送付
報告

通知書送付

申請

通知（中間検査確認書）の送付
申請

通知（完了検査確認書）の送付
引渡

支払

【提出書類】
①補助金交付申請書

②住民票

③納税証明書（指名願）

④建築物の登記事項証明書

⑤検査済証の写し

⑥耐震設計の見積書の写し

⑦耐震改修工事の概算見積書

の写し

⑧耐震診断結果報告書及び耐

震診断精査確認報告書の写し
⑨申請者以外の合意がある旨の

申出書（区分所有建築物、貸家な

どの場合）

【提出書類】
①耐震設計確認報告書

②耐震設計計算書及び耐震

設計精査確認書の写し

③付近見取図、配置図、平面

図、基礎伏図、耐震設計図、

耐震改修工事に関する仕様書

等

④耐震改修工事の見積書の

写し

⑤建設業の許可証の写し

⑥確認済証の写し（確認申請

が必要な工事の場合）

【提出書類】
①完了報告書

②耐震設計の契約書及び耐震

改修工事の契約書の写し

③耐震設計の領収書及び耐震

改修工事の領収書の写し

④工事写真（工事前、工事中の

各段階、工事後）

⑤中間検査確認書及び完了検

査確認書の写し

⑥通帳の写し

【精査時提出書類】

・耐震設計計算書

・耐震診断図

・下記Ｂの③

・その他必要書類

【検査時提出書類】

・工事写真

・下記Ｂの③

・その他必要書類

【検査時提出書類】

・工事写真

・各種試験成績表

・その他必要書類
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この章ではパッケージ補助の申請の場合の流れ等を解説します。耐震設計と耐震改修工事の補助を別々

に申請する場合は、事前にご相談ください。 

 
（1）耐震設計の申請者は、耐震診断結果報告書、建物図面等を準備し、（一社）北海道建築士事務所協

会札幌支部（以下事務局と略称）に事前相談を申し込む。耐震診断員（設計・工事監理・施工者）

が決まっている場合は、耐震診断員（設計・工事監理・施工者）が事前相談等を代行することがで

きる。 

 

（2）相談窓口で、耐震診断結果報告書等の内容を確認する。（診断内容、法令等の確認） 

※補助対象となる耐震設計は、耐震診断員が実施するものとする。ただし、依頼者は耐震診断員登

録者名簿から耐震診断員（設計者）を選択しても良い。 

 

（3）事前相談の予約は随時行い、事務局は木造住宅設計業務台帳へ記録する。 

 

（4）申請者は、以下の関係書類を札幌市に提出する。（P.4 のＡ提出書類） 

 ①補助金交付申請書（札幌市様式） 

 ②住民票（申請者が法人の場合は、法人の登記事項証明書） 

 ③納税証明書（指名願） 

 ④建築物の登記事項証明書 

 ⑤検査済証の写し（市の証明書でも可） 

 ⑥耐震設計の見積書の写し 

⑦耐震改修工事の概算見積書の写し 

 ⑧耐震診断結果報告書（計算書一式を含む）及び耐震診断精査確認書（協会様式 3）の写し 

 ⑨申請者以外の合意がある旨の申出書（区分所有建築物、貸家等の場合） 

※耐震診断派遣事業を利用していない場合は、耐震設計の精査と同時に耐震診断の精査を受けるこ

ととする。 

 

（5）札幌市は当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行った上で、補助金の交付の

可否を決定し、補助金交付決定通知書（札幌市様式）又は補助金不交付決定通知書（札幌市様式）

により申請者に通知する。 

 

（6）申請者は、補助金交付決定通知書（札幌市様式）を受理後、設計者へ連絡をして耐震設計業務の

依頼をする。電話にて都合を打合せ、業務契約を結び、耐震設計に着手する。 

※補助金の交付決定を受ける前に、補助対象となる耐震設計及び工事等に係る委託契約を締結して

はならない。 

※所定の書式を利用し、契約約款を添付する（四会連合協定等）。 

 

（7）設計者は、耐震設計を完了させ、事務局に連絡し、耐震設計計算書等の精査を受ける。 
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（8）設計者は設計精査時に以下の関係書類を検査者に提出し、精査を受ける。 

 ①木造住宅の耐震設計報告書（協会様式 6） 

 ②木造住宅の耐震補強設計の概要（協会様式 6-1） 

  ③耐震設計チェックシート（設計精査時）（添付資料 4－1） 

 ④耐震設計計算書 

 ⑤付近見取図、配置図、平面図（現況及び補強後）、耐震設計図、仕様書等 

 精査時点で訂正等がある場合は、設計者に連絡し、調整を図る。 

 

※耐震診断派遣事業を利用していない場合は、耐震設計の精査と同時に耐震診断の精査を受ける。 

 必要書類等は耐震診断事業の診断結果報告書作成書類と同様とする。 

 

（9）事務局は、精査を実施した後、耐震設計精査確認書（協会様式 7）を申請者に、中間検査箇所指定

書（協会様式 10）を工事監理者に交付する。 

 

（10）申請者は、以下の書類を札幌市に提出し、書類の審査を受ける。（P.4 のＢ提出書類） 

 ①耐震設計確認報告書（札幌市様式） 

 ②耐震設計計算書及び耐震設計精査確認報告書の写し（協会様式 7） 

 ③付近見取図、配置図、平面図（現況及び補強後）、耐震設計図、仕様書等 

 ④耐震改修工事の見積書（詳細見積）の写し 

 ⑤建設業（工事施工業者）の許可証の写し 

 ⑥確認済証の写し（確認申請が必要な工事の場合は） 

 

（11）札幌市は書類の審査を行い、要綱に適合すると認めたときは、耐震設計確認通知書（札幌市様式）

により申請者に通知する。 

 

（12）工事施工者は、耐震設計確認通知書（札幌市様式）の交付を受けた後、工事に着手する。 

 

（13）工事監理者は、中間検査箇所指定書（協会様式 10）により、適切な時期に中間検査願（協会様

式 9）を事務局に提出する。 

 

（14）工事監理者は中間検査時（現場検査）に、以下の関係書類を検査者に提出する。 

 ①工事検査シート（協会様式 11） 

  ②耐震設計チェックシート（中間審査時）（添付資料 4－2） 

③工事写真（Ｐ35 の撮影対象一覧参照。中間検査時点の写真を工事項目ごとにまとめる。完了

検査時にも工事写真を提出するので、完了時に追加する写真を想定して空欄にし

ておくと撮り忘れがなく、編集しやすい） 

 ④付近見取図、配置図、平面図（現況及び補強後）、耐震設計図、仕様書 等 
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（15）事務局は、検査を実施した後、木造耐震改修工事中間検査確認書（協会様式 12）を申請者に交付

する。 

（16）工事監理者は、工事完了後すみやかに、事務局に完了確認願（協会様式 13）を提出する。 

 

（17）工事監理者は工事完了検査時に以下の関係書類を検査者に提出する。また、軽微な変更があった

場合は、内容がわかるものを提出する。 

 ①工事検査シート（協会様式 11） 

 ②工事監理報告書（協会様式 14） 

 ③工事写真（Ｐ35 の撮影対象一覧参照。中間検査時の工事写真を含めて提出する） 

 ④各種試験成績表 

 

（18）事務局は、工事完了検査を行い、木造住宅耐震改修工事検査確認書（協会様式 15）を申請者に交

付する。 

 

（19）工事監理者は、木造住宅耐震改修工事検査確認書（協会様式 15）受理後、以下の関係書類を添え

て耐震改修工事監理報告書及び請求書を申請者へ提出する。 

 ①工事監理報告書（協会様式 14） 

 ②工事写真（工事完了検査に提出したのと同じもの） 

 ③木造住宅耐震改修工事中間検査確認書（協会様式 12） 

 ④木造住宅耐震改修工事完了検査確認書（協会様式 15） 

 

（20）工事監理者及び工事施工者は、申請者からの耐震設計・耐震改修工事の実施にする費用（内訳が

わかるもの）を受領後、直ちに領収書（各社の書式による）を依頼者へ送付する。 

 

（21）申請者は、以下の関係書類を札幌市に提出する。（P.4 のＣ提出書類） 

 ①完了報告書（札幌市様式） 

 ②耐震設計の契約書及び耐震改修工事の契約書の写し 

 ③耐震設計の領収書及び耐震改修工事の領収書の写し 

 ④工事写真（工事完了検査に提出したのと同じもの） 

 ⑤中間検査確認書（協会様式 12）及び完了検査確認書（協会様式 15）の写し 

 ⑥通帳の写し（口座や名義がわかるもの） 

 

（22）札幌市は、上記書類を受領後、補助金額確定通知書（札幌市様式）を申請者へ送付し補助金を支

払う。 

 

（23）依頼者が補助金を受領して、この補助事業が完了する。 
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耐震改修計画の内容変更 

申請者は、耐震改修工事等に要する費用に変更が生じる場合又は耐震設計及び耐震改修工事を総合的

に行う予定であったが、耐震設計のみを行い耐震改修工事に着手しない等の場合、以下の関係書類を

札幌市に提出する。 

① 補助金変更等申請書（札幌市様式） 

② 変更の内容を表す書類、図面等（当初及び変更内容を明記のこと。） 

③ 変更後の耐震改修工事等に要する費用の見積書の写し（補助対象部分と補助対象外部分を明

記するとともに、積算根拠や積算内訳を明らかにするもの。） 

 
耐震改修工事とリフォーム工事を同時に行う場合の取り扱い 

バリアフリー改修や省エネ改修等の工事を同時に行う場合は、図面及び見積書を、耐震改修工事とリ 

フォーム工事に明確に区分し、木造住宅の耐震補強設計の概要（協会様式 6-1）に内容を記載する。 

 


